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第 5 章 治安：イスラーム過激派の台頭と「テロとの戦い」 
















る。第 1 節では、シナイ半島がイスラーム過激派の拠点となった背景を概観し、第 2 節で、








































いない感覚をさらに強める原因になっている（Ahram Online, 2012 年 8 月 30 日付）。ある
報告によれば、シナイ半島住民の 4 分の 1 に ID カードが配布されていないという（Ahram
(1) 以下の内容は、金谷[2013]も参照されたい。
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サド、ハマースの諜報活動に情報提供者として雇われる者もいる（Wikileaks, 2011 年 2 月






件、2006 年のダハブでの爆破事件に関与したとされる（Al-Maṣrī al-Yawm, 2013 年 9 月
10 日付）。2007 年にハマースがガザを制圧した後は、ガザの過激派「イスラーム軍」がパ
レスチナ人や外国人戦闘員に訓練を提供し、シナイ半島に戦闘員を送り出す状況が生まれ
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第 2 節 テロの増加 
 




注目すべきは、2013 年 7 月のクーデター以降にテロ事件がさらに急増したことである。
「タハリール中東政策研究所」（米国）によると、発砲、簡易爆弾、放火、迫撃砲攻撃、暴
力的抗議活動など組織的な暴力行為の件数（治安当局側の暴力は含まれない）は、2011 年
革命後から 2013 年 6 月まで月間 10 件未満であったが、2013 年 7 月には 100 件近くに急




では、「1 月 25 日革命」後におけるテロ事件の増加について、2013 年以降の量的・質的変
化を中心に分析していきたい。 
 
2.1 2011 年革命後：無法地帯へ 
 





 「1 月 25 日革命」後にシナイ半島で発生した事件には、エジプトからイスラエルやヨル
ダンに輸出される天然ガスのパイプラインの爆破、イスラエル領土へのロケット攻撃、外国
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人の誘拐事件がある。パイプラインの爆破では特定の犯行主体が明らかにされたことは少
なく、2011 年 12 月の爆破でイスラーム過激派の「シナイ半島のアンサール・ジハード団」








関「シンベト」によると、2011 年に 1 回、2012 年に 11 回発生した（Israeli Security Agency






は 2005 年頃から始まったが、2011 年以降はその取引量がさらに増加した。ガザの過激派
「イスラーム軍」はガザで外国人戦闘員の訓練を行い、シナイ半島へ送り出していたという
（Israeli Security Agency [2013]; Haaretz, 2013 年 8 月 20 日付）。実際に、「ムジャーヒデ
ィーン・シューラー評議会」や「エルサレムの支援団」の戦闘員にはエジプト人やパレスチ
ナ人のほか、イエメン人、リビア人、サウジアラビア人がいたとの情報がある（Sabry [2013];
Haaretz, 2013 年 8 月 20 日付）。またこれらの組織はガザにも拠点を持つため（Al-Maṣrī









密輸された（Haaretz, 2013 年 5 月 31 日付）。上述のシナイ半島にリビア人がいるとの情報
(2) リビアを中心とした中東・北アフリカ地域の密輸ネットワークについては、The Global 
Initiative against Transnational Organized Crime [2015]を参照。
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は、リビア情勢の混乱に乗じて過激派要員がシナイ半島に移動したとも考えられよう。 






2.2 2013 年 7 月以降：政府・治安当局に対する攻撃の増加 
 
既に述べたように、2013 年 7 月のクーデター以降にテロ事件は急増した。2011 年から
2013 年クーデターまでの間に起きた組織的な暴力の月間件数は 10 件未満であり（Tahrir 
Institute for Middle East Policy [2015, 5]）、これを単純に年間件数に換算すると 120 件と
なる。しかし表 1 に示したように、2013 年の年間件数は 376 件、2014 年は 429 件、2015
年は 1097 件と急増し、2016 年も 812 件という高い水準を維持している。また事件が発生











2013 Q1 0 10 10
Q2 14 11 25
Q3 201 60 261
Q4 46 34 80
計 261 115 376
2014 Q1 24 64 88
Q2 28 53 81
Q3 39 74 113
Q4 52 95 147
計 143 286 429
2015 Q1 94 261 355
Q2 115 266 381
Q3 120 123 243
Q4 97 21 118
計 426 671 1097
2016 Q1 135 75 210
Q2 194 31 225
Q3 197 12 209
Q4 155 13 168
計 681 131 812
2017 Q1 132 3 135
（出所）Tahrir Institute for Middle East Policy [2017, 9] より筆者作成。
表1　報道された攻撃件数
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これらの攻撃を行った主体は、個人、個人の集まり、指揮系統が存在する組織まで多岐に
渡る。しかし、すべての事件で攻撃主体が明らかになったわけではない。たとえば、2016
年前半に起きた事件の 24％、後半の 52％は攻撃主体が不明であるし、2014 年以降に北シ
ナイで起きた全攻撃事件の 42％において攻撃主体が不明である（Tahrir Institute for 
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2014 年 1 月には内務大臣補佐を暗殺、7 月にファラーフラ・オアシス（西部砂漠）の検問




犯行には、シャイフ・ズワイド検問所襲撃（2014 年 11 月）、アリーシュ治安局・ホテル・
検問所同時襲撃（2015 年 1 月）などがある。「イスラーム国エジプト」は、カイロのカテド
ラル爆破（2016 年 12 月）、タンタとアレクサンドリアの教会同時爆破（2017 年 4 月）、ミ
ニヤにおけるコプト教徒のバスの銃撃（2017 年 5 月）などを行った。軍や治安当局の施設
を爆破するような攻撃が可能となった要因には、「エルサレムの支援者団／IS シナイ州」に
軍出身者のメンバーが存在した可能性が高い (3)。また「IS シナイ州」が IS 本体とインター
ネットを通じて連絡を取り、作戦の実行方法や秘密細胞の結成方法について指示を受けた
ことがあるという報道も存在する（Reuter 2014 年 9 月 5 日）。
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年 9 月）に際して弔辞声明を出しており (4)、ムスリム同胞団へのシンパシーがあると考え
られる。 
 
第 3 節 スィースィー政権の「テロとの戦い」 
 
 本節では、政府側は革命後の治安悪化に対してどのような対策を実施してきたのか考察




























国による接収対象となった。また政府は、抗議規制法（2013 年 11 月成立）、テロ団体法


















共和国大統領令第 94 号）では、テロ組織（al-Jamā‘a al-Irhābīya）の定義を、上記定義のテロ
団体に属する 3 人以上の構成員から成る国内外の組織としている。 
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ト司法府の法的判断が政治的文脈に絡めとられている現状を示す。アフマド・ジンド法務大
臣（当時）の「（過激派掃討作戦に従事した）1 人の兵士の死はムスリム同胞団員 1 万人の
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事作戦 (7)を防ぐことができないのである。 































                                                   
(7) たとえば、2015 年 1 月 29 日、「IS シナイ州」はアリーシュの治安局施設、ホテル、検問所
複数を一斉攻撃し、少なくとも 26 人が死亡した（Ahram Online, 2015 年 1 月 30 日付）。2015
年 7 月 1 日にもシェイフ・ズウェイドにある 5 つの検問所を迫撃砲などで同時に攻撃し、少な
くとも兵士 10 人が死亡した（Ahram Online, 2015 年 7 月 1 日付）。 
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